
（平成２４年９月２０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 15 件

厚生年金関係 15 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



東京厚生年金 事案23693 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和52年６月23日で

あると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、11万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和52年１月１日から同年６月23日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社における厚生年金保険被保

険者の資格喪失日について、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和

52年６月 29日）より後の昭和 52年８月 17日付けで遡って同年１月１日と記録され、

また、当該処理は申立人を含む 14 人の従業員に対しても行われていることが確認でき

る。 

しかしながら、申立人のＡ社における雇用保険の離職日は昭和52年６月22日と記録

されており、元同僚等の供述からも、申立人は申立期間に同社に勤務していたことが確

認できる。 

また、Ａ社の元事業主は、同社は昭和 51年11月頃から通常の営業活動がストップし

銀行取引は停止され、また、社会保険料の滞納があったはずで社会保険事務所（当時）

に呼び出されて代表者印を押した記憶がある旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本の役員欄に申立人の氏名は確認できず、申

立人は当時、現場で働くテレビ番組制作の照明スタッフであり、同僚の供述からも社会

保険手続事務には関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、遡って申立人に係る資格喪

失処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認められない

ことから、申立人のＡ社における資格喪失日を、雇用保険の離職日の翌日である昭和



52年６月23日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和51年12月の

社会保険事務所の記録から、11万円とすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案23694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記

録を、平成 11 年 10 月から 12 年３月までは 38 万円、同年４月から同年７月までは 50

万円、同年８月及び同年９月は 59万円、同年10月から13年６月までは62万円、同年

７月から14年10月までは 59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年10月１日から14年11月30日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬額に

見合う標準報酬月額より低く改ざんされたと思われるため、正しい記録に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、平成 11

年10月から 12年３月までは 38万円、同年４月から同年７月までは50万円、同年８月

及び同年９月は 59万円、同年 10月から 13年６月までは 62万円、同年７月から 14年

10 月までは 59 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなく

なった同年11月30日（以下「全喪日」という。）より後の15年１月10日付けで、11

年 10月に遡及して減額訂正された結果、同年 10月から 12年９月までは９万 2,000円、

同年10月から 14年10月までは９万 8,000円になっていることが確認できる。 

また、オンライン記録により、Ａ社において申立人のほかに 11 人の標準報酬月額が、

申立人と同様に全喪日の後に減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社から提出された滞納処分票及び債権差押調書（謄本）の写しにより、同

社では申立期間当時に社会保険料を滞納していたことが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、申立人は平成14年９月18日付け

で同社の取締役に就任していることが確認できるところ、同社の代表取締役、元取締役

及び複数の元従業員は、申立人は営業として勤務しており、社会保険手続には関与して

いなかったと回答していることから、申立人は、当該標準報酬月額の減額訂正処理に関



与していなかったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、平成 15年１月10日付けで行われた上記減額訂正処理

は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額を遡及して減額訂正する合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったと

は認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た、11年 10月から 12年３月までは 38万円、同年４月から同年７

月までは 50 万円、同年８月及び同年９月は 59 万円、同年 10 月から 13 年６月までは

62万円、同年７月から 14年10月までは59万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23695 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったことが認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記

録を62万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成12年10月21日から13年７月20日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬額に

見合う標準報酬月額より低いため、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、62 万円

と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成 14 年 11

月 30 日（以下「全喪日」という。）より後の 15 年１月 10 日付けで、12 年 10 月に遡

及して減額訂正された結果、９万 8,000円になっていることが確認できる。 

また、オンライン記録により、Ａ社において申立人のほかに 11 人の標準報酬月額が、

申立人と同様に全喪日の後に減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社から提出された滞納処分票及び債権差押調書（謄本）の写しにより、同

社では申立期間当時に社会保険料を滞納していたことが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、申立人は平成 13 年２月６日付け

で同社の取締役に就任し、同年８月 15 日付けで取締役を辞任していることが確認でき

るところ、同社の代表取締役、元取締役及び複数の元従業員は、申立人はシステム部の

責任者として勤務しており、社会保険手続には関与していなかったと回答していること

から、申立人は、当該標準報酬月額の減額訂正処理に関与していなかったものと認めら

れる。 

これらを総合的に判断すると、平成 15年１月10日付けで行われた上記減額訂正処理

は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額を遡及して減額訂正する合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったと

は認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た 62万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23696 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、事業主

は、申立期間について、同法第 81 条の２の規定に基づく申出を行ったと認められ、こ

れにより申立期間の保険料徴収は免除されることから、当該記録を取り消し、申立人の

申立期間の標準賞与額に係る記録を７万 4,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年４月９日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、育児休業中であった申立期間に係る厚生年金保険

の標準賞与額の記録が無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を

行ったが、申立期間の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 16 年分の個人別賞与支給入力により、申立人は、同年４月

９日に同社から賞与の支払を受けたことが認められる。また、オンライン記録によると、

同社は、15 年 11 月 19 日から 16 年５月 31 日までの期間について、厚生年金保険法第

81 条の２の規定に基づく育児休業期間中に係る厚生年金保険料徴収の免除の申出を行

ったことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届等の写しにより、

事業主は、申立てに係る賞与支払届等を、保険料を徴収する権利が時効により消滅した後

である平成24年５月に提出したことが確認できる。 

なお、厚生年金保険法第 81 条の２の規定に基づき事業主により免除の申出があった

場合は、育児休業期間中の標準賞与額に係る保険料については徴収が行われないことか

ら、申立期間当時に申立期間に係る賞与支払届等の届出が行われておらず、同法第 75

条本文の規定による、時効によって消滅した保険料に係る標準賞与額であっても、年金

額の計算の基礎とすべきものであると考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間に係る標準賞与額については、上記個人別賞



与支給入力及び賞与支払届等において確認できる賞与額から、７万4,000円とすること

が妥当である。 



東京厚生年金 事案23698 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（事業所記号番号：Ｂ）における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、

平成５年４月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成４年７月から同年９月までは 26 万

円、同年10月から５年３月までは 32万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年７月 31日から５年４月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

もシステムエンジニアとして勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、申立人は、申立期間も継続してＡ社に勤務していたことが

認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人のＡ社（Ｂ）における資格喪失日に

ついて、平成５年３月 18日付けで、当初記録されていた４年10月の随時改定が取り消

され、遡って同年７月 31日と記録されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）における資格喪失日について、平成５年

３月18日付け又は同年３月 19日付けで、当初記録されていた４年８月の随時改定又は

同年10月の定時決定が取り消され、遡って同年７月31日と記録されている者が、申立

人以外に同社の事業主を含め 35人いることが確認できる。 

さらに、平成４年７月 31 日以降にＡ社（Ｂ）において被保険者資格の喪失が確認で

きる複数の従業員は、申立期間当時の同社の経営状況について悪かったとしている上、

給料の遅配や未払もあった旨回答していることを踏まえると、当時、同社には保険料の

滞納があったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、上記処理日（平成５年３月 18

日）において申立人が同社の取締役であったことは確認できず、同社の複数の従業員は、



申立人はシステムエンジニアであった旨回答している。 

一方、当初のオンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）は平成５年３月 31 日に厚生年金

保険の適用事業所でなくなっており、その翌日の同年４月１日に再度、適用事業所（事

業所記号番号：Ｃ）となっている。しかしながら、その前後の同社の代表者及び所在地

は同一であり、申立人を含む４年７月 31 日に被保険者資格を喪失した従業員のほぼ全

員が５年４月１日に同社において資格取得している。さらに、同社に係る商業・法人登

記簿謄本においても、当時、解散等の形跡は無いこと及び日本年金機構Ｄ事務センター

の回答を踏まえると、同社は適用事業所としての要件を満たしていたと判断されること

から、社会保険事務所（当時）において当該適用事業所でなくなったとする旨の処理を

行う合理的な理由は見当たらない。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人について、平

成４年７月 31日に被保険者資格を喪失した旨の処理及び５年３月31日にＡ社（Ｂ）が

厚生年金保険の適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらず、

当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の同社における資

格喪失日を、同社（Ｃ）が再度適用事業所となり、申立人が同社において被保険者資格

を取得した同年４月１日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社（Ｂ）における平成４年６

月のオンライン記録及び上記取消し前の同年 10 月の定時決定の記録から、同年７月か

ら同年９月までは 26 万円、同年 10 月から５年３月までは 32 万円とすることが妥当で

ある。 



東京厚生年金 事案23699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（事業所記号番号：Ｂ）における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、

平成５年４月１日であると認められることから、申立期間①の資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、32万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年７月31日から５年４月１日まで 

                      ② 平成６年４月28日から同年７月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

両申立期間もシステムエンジニアとして勤務していたので、厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の記録によると、申立人は継続してＡ社に勤務して

いたことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人のＡ社（Ｂ）における資格喪失日

について、平成５年３月 18日付けで、当初記録されていた４年10月の定時決定が取

り消され、遡って同年７月 31日と記録されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）における資格喪失日について、平成５

年３月18日付け又は同年３月 19日付けで、当初記録されていた４年８月の随時改定

又は同年10月の定時決定が取り消され、遡って同年７月31日と記録されている者が、

申立人以外に同社の事業主を含め 35人いることが確認できる。 

さらに、平成４年７月 31 日以降にＡ社（Ｂ）において被保険者資格の喪失が確認

できる複数の従業員は、当該期間当時の同社の経営状況について悪かったとしている

上、給料の遅配や未払もあった旨回答していることを踏まえると、当時、同社には保

険料の滞納があったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、上記処理日（平成５年３月

18 日）において申立人が同社の取締役であったことは確認できず、同社の複数の従



業員は、申立人はシステム業務担当であった旨回答している。 

一方、当初のオンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）は平成５年３月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなっており、その翌日の同年４月１日に再度、適用事業所

（事業所記号番号：Ｃ）となっている。しかしながら、その前後の同社の代表者及び

所在地は同一であり、申立人を含む４年７月 31 日に被保険者資格を喪失した従業員

のほぼ全員が５年４月１日に同社において資格取得している。さらに、同社に係る商

業・法人登記簿謄本においても、当時、解散等の形跡は無いこと及び日本年金機構Ｄ

事務センターの回答を踏まえると、同社は適用事業所としての要件を満たしていたと

判断されることから、社会保険事務所（当時）において当該適用事業所でなくなった

とする旨の処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人について、

平成４年７月 31 日に被保険者資格を喪失した旨の処理及び５年３月 31 日にＡ社

（Ｂ）が厚生年金保険の適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見

当たらず、当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の同

社における資格喪失日を、同社（Ｃ）が再度適用事業所となり、申立人が同社におい

て被保険者資格を取得した同年４月１日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社（Ｂ）における平成４年

７月の随時改定の記録及び上記取消し前の同年 10 月の定時決定の記録から、32 万円

とすることが妥当である。 

  ２ 申立期間②について、雇用保険の記録及び複数の同僚の回答から、申立人は継続し

てＡ社（Ｃ）に勤務していたことが認められる。 

  しかしながら、オンライン記録では、Ａ社（Ｃ）は、平成６年４月 28 日に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなっている上、事業主は所在不明であり、申立人の当該

期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、同僚 10人及び平成６年４月 28日付けで被保険者資格の喪失が確認できる従

業員のうち所在が判明した８人の計 18 人に当該期間当時の給与明細書等の保有につ

いて照会したが、当該期間に勤務していたと回答した二人は、「給与明細書を保有し

ていない。」としている。さらに、当該二人のうちの一人は、オンライン記録により、

同年４月から国民年金保険料を現年度納付していることが確認できるところ、「当時、

会社の業績が悪く、国民年金に加入するよう会社から説明を受け、保険料を納付した

記憶がある。」と回答している。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 

 



東京厚生年金 事案23700 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（事業所記号番号：Ｂ）における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、

平成５年４月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成４年７月から同年９月までは 38 万

円、同年10月から５年３月までは 41万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年７月 31日から５年４月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

もシステムエンジニアとして勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録によると、申立人は、申立期間も継続してＡ社に勤務していたことが

認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人のＡ社（Ｂ）における資格喪失日に

ついて、平成５年３月 18日付けで、当初記録されていた４年10月の定時決定が取り消

され、遡って同年７月 31日と記録されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）における資格喪失日について、平成５年

３月18日付け又は同年３月 19日付けで、当初記録されていた４年８月の随時改定又は

同年10月の定時決定が取り消され、遡って同年７月31日と記録されている者が、申立

人以外に同社の事業主を含め 35人いることが確認できる。 

さらに、平成４年７月 31 日以降にＡ社（Ｂ）において被保険者資格の喪失が確認で

きる複数の従業員は、申立期間当時の同社の経営状況について悪かったとしている上、

給料の遅配や未払もあった旨回答していることを踏まえると、当時、同社には保険料の

滞納があったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、上記処理日（平成５年３月 18

日）において申立人が同社の取締役であったことは確認できず、同社の複数の従業員は、



申立人はシステムエンジニアであった旨回答している。 

一方、当初のオンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）は平成５年３月 31 日に厚生年金

保険の適用事業所でなくなっており、その翌日の同年４月１日に再度、適用事業所（事

業所記号番号：Ｃ）となっている。しかしながら、その前後の同社の代表者及び所在地

は同一であり、申立人を含む４年７月 31 日に被保険者資格を喪失した従業員のほぼ全

員が５年４月１日に同社において資格取得している。さらに、同社に係る商業・法人登

記簿謄本においても、当時、解散等の形跡は無いこと及び日本年金機構Ｄ事務センター

の回答を踏まえると、同社は適用事業所としての要件を満たしていたと判断されること

から、社会保険事務所（当時）において当該適用事業所でなくなったとする旨の処理を

行う合理的な理由は見当たらない。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人について、平

成４年７月 31日に被保険者資格を喪失した旨の処理及び５年３月31日にＡ社（Ｂ）が

厚生年金保険の適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらず、

当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の同社における資

格喪失日を、同社（Ｃ）が再度適用事業所となり、申立人が同社において被保険者資格

を取得した同年４月１日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社（Ｂ）における平成４年６

月のオンライン記録及び上記取消し前の同年 10 月の定時決定の記録から、同年７月か

ら同年９月までは 38 万円、同年 10 月から５年３月までは 41 万円とすることが妥当で

ある。 



東京厚生年金 事案23701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（事業所記号番号：Ｂ）における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、

平成５年４月１日であると認められることから、申立期間①の資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、26万円とすることが妥当である。 

また、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）

に届け出た標準報酬月額であったことが認められることから、当該期間に係る標準報酬

月額を、平成５年４月から同年９月までは 24 万円、同年 10 月から６年３月までは 26

万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年７月31日から５年４月１日まで 

             ② 平成５年４月１日から６年４月28日まで 

Ａ社で、社長秘書兼現金出納担当として勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年

金保険の加入記録が無いので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。また、申立期間②の厚生年金保険の標準報酬月額が実際より低くなっている

ので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の記録によると、申立人は継続してＡ社に勤務して

いたことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人のＡ社（Ｂ）における資格喪失日

について、平成５年３月 18日付けで、当初記録されていた４年10月の定時決定が取

り消され、遡って同年７月 31日と記録されていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社(Ｂ)における資格喪失日について、平成５年

３月18日付け又は同年３月 19日付けで、当初記録されていた４年８月の随時改定又

は同年10月の定時決定が取り消され、遡って同年７月31日と記録されている者が、

申立人以外に同社の事業主を含め 35人いることが確認できる。 

さらに、平成４年７月 31 日以降にＡ社（Ｂ）において被保険者資格の喪失が確認



できる複数の従業員は、当該期間当時の同社の経営状況について悪かったとしている

上、給料の遅配や未払もあった旨回答していることを踏まえると、当時、同社には保

険料の滞納があったことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、上記処理日（平成５年３月

18 日）において申立人が同社の取締役であったことは確認できず、同社の従業員は、

「申立人は社会保険担当であったが、全て社長の指示で行っていた。」とし、別の同

僚は、「社会保険届出事務の権限は社長にあった。」と回答している。 

一方、当初のオンライン記録によると、Ａ社（Ｂ）は平成５年３月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなっており、その翌日の同年４月１日に再度、適用事業所

（事業所記号番号：Ｃ）となっている。しかしながら、その前後の同社の代表者及び

所在地は同一であり、申立人を含む４年７月 31 日に被保険者資格を喪失した従業員

のほぼ全員が５年４月１日に同社において資格取得している。さらに、同社に係る商

業・法人登記簿謄本においても、当時、解散等の形跡は無いこと及び日本年金機構Ｄ

事務センターの回答を踏まえると、同社は適用事業所としての要件を満たしていたと

判断されることから、社会保険事務所において当該適用事業所でなくなったとする旨

の処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人について、

平成４年７月 31 日に被保険者資格を喪失した旨の処理及び５年３月 31 日にＡ社

（Ｂ）が厚生年金保険の適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見

当たらず、当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の同

社における資格喪失日を、同社（Ｃ）が再度適用事業所となり、申立人が同社におい

て被保険者資格を取得した同年４月１日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社（Ｂ）における平成４年

６月のオンライン記録及び上記取消し前の同年 10 月の定時決定の記録から、26 万円

とすることが妥当である。 

２ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人のＡ社（Ｃ）における厚生

年金保険の標準報酬月額は、当初、平成５年４月から同年９月までは 24 万円、同年

10 月から６年３月までは 26 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった日（平成６年４月 28 日）の後の同年６月８日付けで、５年 10

月の定時決定が取り消され、同年４月に遡って 15 万円に減額訂正されていることが

確認できる。 

また、Ａ社（Ｃ）において被保険者資格を取得したことが確認できる 24 人の標準

報酬月額についても、申立人と同様に、平成６年６月８日付けで、遡って減額訂正さ

れていることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、上記訂正処理日（平成６年６

月８日）において、申立人が取締役であったことは確認できない上、前述のとおり、

複数の者が、申立人は社会保険の届出事務に係る権限が無かった旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人に係る標準報酬月



額を遡って減額訂正する合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められ

ないことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、平成５年４月から同年９月までは 24万円、同年10月から６年３月ま

では26万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23702（事案13873の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認められることから、申立期間の標準報酬月額

に係る記録を16万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについ

ては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年３月１日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨第三者委

員会に申し立てたところ、提出した給料明細により、年金記録の訂正が必要である旨

の通知が行われ、標準報酬月額については、給料明細の報酬月額に見合う額として９

万 8,000 円とされた。しかし、昭和 56 年３月は厚生年金保険被保険者資格の取得月

であり、報酬額は１か月に満たないものの、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬

月額は 16 万円なので、再度調査して、標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人のＡ社における資格取得日を昭和56年３月

１日に訂正し、標準報酬月額を９万8,000円とすることが必要であるとして、既に平成

23年１月13日付けで年金記録に係る苦情のあっせん通知が行われている。 

しかしながら、昭和 56 年３月の報酬額は１か月に満たない額となっており、上記あ

っせんの結果、当該月の標準報酬月額は９万 8,000円とされているが、申立人から提出

のあった当該月の給料明細によると、申立人は、１か月の勤務期間に見合う標準報酬月

額（16万円）に基づく厚生年金保険料を控除されていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬

月額（16万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保



険料を納付したか否かについては不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否かについては、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



東京厚生年金 事案23703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和62年12月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年11月30日から同年12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。継続して

勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びにＡ社の総務担当課長及び複数の従業員の回答により、申立

人は申立期間も同社に勤務していたことが確認できる。 

また、上記総務担当課長は、「社会保険料は当月控除であり、申立人については、昭

和62年11月の厚生年金保険料を控除したと思う。」と述べている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和62年10月の

社会保険事務所（当時）の記録から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 62 年

12 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 11 月 30 日と誤っ

て記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案23704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が昭和 50 年３

月 13 日、資格喪失日が 51 年３月 16 日とされ、当該期間のうち、50 年３月 13 日から

同年４月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の

基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、申立人の同社同支店における資格取得日を同年３月 13 日とし、申立期間の標準

報酬月額を11万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年３月13日から同年４月１日まで 

Ａ社Ｂ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同

社は年金事務所に事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付する

ことができず、訂正後の記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録は、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されてい

る。 

しかしながら、雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された退職証明書により、申立

人は同社Ｂ支店に継続して勤務（昭和 50年３月13日に同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異

動）していたことが確認できる。 

また、Ａ社は、「保険料控除を確認できる資料は無いが、昭和 50 年３月の厚生年金

保険料は控除したと思う。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に



より給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 50 年

４月の社会保険事務所（当時）の記録から、11万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格取得に係る届出を社会保険事務所に対し誤って提出したことを認めているこ

とから、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 50 年３月の保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



東京厚生年金 事案23705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を

昭和46年４月 13日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年４月13日から同年５月13日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に昭

和46年４月 13日に入社したのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された人事記録及び事業主の回答により、申立人

がＡ社に昭和46年４月 13日から継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社は、「申立人は、人事記録によると、正社員として入社しており、正社員

は入社と同時に全員が厚生年金保険に加入し、保険料も控除していた。」と回答してい

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46 年５月の

社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ



いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



東京厚生年金 事案23707 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録

を昭和51年11月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、同年９月は９万2,000円、

同年10月は10万4,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51年９月30日から同年11月１日まで 

             ② 昭和 53年10月20日から同年12月１日まで 

    Ａ社から同社の関連会社であるＣ社に異動した申立期間①について、厚生年金保険

の被保険者期間となっていない。 

また、Ｄ社から同社の関連会社であるＥ社に転籍した申立期間②について、厚生年

金保険の被保険者期間となっていない。 

申立期間①及び②とも１日の欠勤も無く継続して勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録及び申立人から提出された当該期間に係

る給与支給明細書により、申立人は、当該期間を含めて昭和 50 年 11 月１日から 53

年２月 25 日までＡ社及びその子会社であるＣ社に継続して勤務し（昭和 51 年 11 月

１日にＡ社からＣ社に転籍）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記給与支給明細書において確認でき

る保険料控除額から、昭和 51年９月は９万 2,000円、同年 10月は 10万 4,000円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不

明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らか



でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行っ

たとは認められない。 

２ 申立期間②について、申立人は、それ以前の昭和 53年８月30日から当該期間も含

めてＤ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、雇用保険の加入記録から、申立人のＤ社における離職日は、申立人

に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日と同じ昭和 53 年 10 月 20 日であることが

確認でき、また、申立人が同社の後に勤務したとするＥ社において雇用保険の被保険

者資格を取得したのは 55年１月15日とされていることから、申立人は、申立期間②

において雇用保険の加入記録が無いことが確認できる。 

また、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿には、申立人が同社において昭和 53 年 10

月 20 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失するとともに、申立人の健康保険証が

返還されたことが記載されている。 

なお、申立人は、申立期間②における給与明細書や源泉徴収票を所持していないも

のの、昭和 53 年９月分から 54 年 12 月分までにＤ社及びＥ社から支給された給与額、

賞与額及び残業代を自ら記載したとするメモを保有しているが、当該メモからは、申

立人の申立期間②における保険料控除を確認できない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成 20

年１月から同年７月までを 24万円、同年８月を26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人の申立期間のうち、平成 21年９月１日から22年３月１日までの期間に

係る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 38 万円とされているところ、当該額は厚

生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準

報酬月額は訂正前の 26 万円とされているが、当該期間について、標準報酬月額の決定

の基礎となる 21年４月から同年６月までは標準報酬月額38万円に相当する報酬月額が

事業主により申立人へ支払われていたと認められることから、当該記録を取り消し、申

立人のＡ社における標準報酬月額に係る記録を 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年１月16日から22年３月１日まで 

Ａ社に勤務している期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際の

給与額に見合う標準報酬月額と相違している。申立期間当時の給与支払明細書を提出

するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる

法律の適用については、特例的に、厚生年金保険料の徴収権が時効により消滅した期

間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特

例法」という。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という

厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、

その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしてい

る。 



したがって、申立期間のうち、平成 20 年１月 16 日から 21 年９月１日までの期間

については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間である

から、厚生年金特例法を、同年９月１日から 22 年３月１日までの期間については、

本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから、厚生

年金保険法を適用する。 

なお、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

２ 申立期間のうち、平成 20 年１月から同年８月までの標準報酬月額については、申

立人から提出された給与支払明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、

同年１月から同年７月までは 24万円、同年８月は26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

Ａ社の業績が悪く、保険料の会社負担を減らすため、申立人を含む従業員の報酬月額

を社会保険事務所（当時）に低く届け出たとしていることから、社会保険事務所は、

当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 20年９月から21年８月までの標準報酬月額について

は、上記給与支払明細書において確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オン

ライン記録の標準報酬月額よりも高いものの、厚生年金保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又は低いことから、厚生年金特例法

に基づく記録訂正の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

３ 申立期間のうち、平成 21年９月から22年２月までの標準報酬月額について、オン

ライン記録によると、当初、26 万円と記録されていたが、保険料徴収権が時効によ

り消滅した後の 24 年４月 24 日付けで 38 万円に訂正されたところ、当該額は厚生年

金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報

酬月額は当該訂正後の 38万円ではなく、当初記録されていた26万円とされている。 

しかしながら、上記給与支払明細書によると、標準報酬月額の決定の基礎となる平

成21年４月から同年６月までは標準報酬月額 38万円に相当する報酬月額が事業主に

より申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における平成 21年９月から22年２月までの標準報酬月

額を38万円に訂正することが必要である。 



東京厚生年金 事案23713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録を昭和 40 年

４月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年４月16日から同年５月16日まで 

Ｃ社（現在は、Ａ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。申立期間において異動はあったが、同社には継続して勤務していたので、

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された人事記録及び申立人が提出した感謝状から、

申立人はＣ社に継続して勤務し（昭和 40年４月16日に同社Ｄ工場からＡ社Ｂ工場に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 40 年

５月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案13462 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年９月から 61年３月までの付加保険料を含む国民年金保険料に

ついては、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年９月から61年３月まで 

    私は、昭和 60 年４月 27 日に、同年４月から 61 年３月までの期間の国民年金

保険料を前納し、同年９月 12 日に出国したが、申立期間の保険料の還付請求を

行っておらず、還付を受けたこともないのに、申立期間の保険料が還付済みとさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 60 年度の国民年金保険料（付加保険料を含む）を 60 年４月 27

日に前納していることが、申立人の所持する当該年度の「国民年金印紙代金（国民

年金保険料）納入通知書兼領収証書」で確認できる。 

また、申立人は、海外転出に伴い昭和 60 年９月７日に被保険者資格の喪失手続

を行い、同年同月 12 日に出国していることがオンライン記録及び出帰国記録で確

認でき、申立期間は海外在住期間のため、制度上、国民年金の被保険者となれない

期間であり、申立期間の保険料が還付されていることについて不自然さはみられな

い。 

一方、申立人は、申立期間の保険料について還付請求を行っておらず、還付を受

けたこともないと主張しているが、オンライン記録では、前納された保険料のうち、

出国後の還付対象期間、還付金額、申立人氏名、還付決議日及び送金（支払）通知

書作成年月日が記録されているほか、オンライン記録では空欄となっている「金融

機関名」についても日本年金機構に照会した結果、現存金融機関の統廃合前の金融

機関コードがあることが判明し、当該金融機関コードからその金融機関は、申立人

が出国前に居住していた市にあり、かつ、申立人の両親も当該市に居住しているほ

か、申立人の母親は、当時から当該金融機関を利用していたとしていることから、

申立期間当時、還付の請求がなされ、還付処理が行われていたことが推認される上、



                      

  

ほかに申立人に対する保険料の還付の事実を疑わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を還付されていないものと認

めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案13463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年４月から 52年２月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年４月から52年２月まで 

    私は、両親に勧められて昭和 49 年７月に私の母と一緒に国民年金に加入し、

私の父が二年分の国民年金保険料を遡って納付してくれた。それ以降は母が二人

分の保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、両親に勧められ昭和 49 年７月に申立人の母親と一緒に国民年金に加

入し、申立人の父親に二年分の国民年金保険料を遡って納付してもらったとしてい

るが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、56 年 10 月に払い出されていることが

国民年金手帳記号番号払出簿で確認できることから、申立人は、この頃に加入手続

を行ったものと考えられ、申立内容と符合しない上、当該払出時点では、申立期間

の保険料は時効により納付することができない。 

また、申立期間を含む昭和 45 年 12 月から 52 年３月までの期間に係る上記手帳

記号番号払出簿には、申立人の氏名は見当たらないなど、申立期間当時に申立人に

別の手帳記号番号が払い出されていた事情はうかがえない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申

立期間の保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取することが

困難であるため、当時の状況が不明であるほか、申立人の父親が申立期間の保険料

を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立人

の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23697 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①及び②について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

また、申立人の申立期間③における厚生年金保険被保険者記録については、訂正する

必要は認められない。 

さらに、申立期間④について、申立人の当該期間における厚生年金保険の被保険者資

格喪失日に係る記録訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和15年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 43年10月１日から44年10月１日まで 

           ② 昭和54年11月１日から56年１月21日まで 

           ③ 昭和 63年２月１日から平成３年11月30日まで 

           ④ 平成３年 11月30日から同年12月１日まで  

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①の標準報酬月額が減額された記録とな

っている。当時は、給与が上がっている時期でもあり、標準報酬月額が下がることは

無いはずなので、記録を訂正してほしい。 

また、Ｂ社において同社の社長として勤務していた期間及びＣ社（旧社名は、Ｄ社。

現在は、Ｅ社）に正社員として勤務していた期間のうち、申立期間②及び③の標準報

酬月額が受けていた報酬額に見合う標準報酬月額より低く記録されているので訂正し

てほしい。また、Ｃ社には、平成３年 11 月末まで勤務していたにもかかわらず、同

社における被保険者期間が同年 10 月までとなっているので、申立期間④を被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立人と同様に、昭和43年10月の定時

決定により標準報酬月額が減額となっている６人のうち、連絡先が判明した５人及び

申立人が氏名を挙げた同僚６人に照会したところ、回答のあった全員が、当該期間に

給与が下がることは無かったとしており、申立人の主張するとおり、申立期間①に給

与が下がることが無かったことはうかがえる。 

しかし、Ａ社は、申立人に係る資料は残っておらず、給与からの保険料控除額等に



ついては不明であると回答している。 

一方、標準報酬月額は、算定期間（５月、６月及び７月）に支払われる報酬の合計

額を当該月数で除して、算出された平均額を標準報酬月額等級表に当てはめて決定さ

れることになるが、申立期間①当時、社会保険業務に従事していたとする元従業員は、

申立人の標準報酬月額が下がったこと、及び申立人以外にも同時期に標準報酬月額が

減額となっている者がいることについて、算定期間に支払われる残業代の多寡により、

標準報酬月額が上がる者、下がる者がいたように思うと回答している。 

また、上記同僚のうちの一人は、申立人の標準報酬月額が下がった事情について、

残業時間が減ったことが考えられるとしており、自身も他社に出向していた時期に残

業時間が減り、標準報酬月額が下がったことがある旨供述している。 

さらに、申立人及び昭和 43年10月に標準報酬月額が減額となったいずれの者も給

与明細書などの資料を保有しておらず、申立期間①における保険料控除額を確認する

ことができない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、Ｂ社の元事業主（申立人）は、資料は既に破棄済みで、当該

期間に係る保険料控除額については不明であると回答している。 

また、申立人が、Ｂ社における社会保険事務担当者とする者は、申立期間②におい

て同社の被保険者となっておらず、照会できないため、当該期間に係る社会保険の届

出などについて確認することができない。 

さらに、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によると、昭和54年11月の随時改定に

より、標準報酬月額が減額された記録となっている者が申立人のほかに５人確認でき

る。このうち連絡先の判明した４人に照会したところ二人から回答を得たが、いずれ

の者も当該時期に報酬額や標準報酬月額が下がったか否かなどについては不明である

と回答している。 

加えて、申立人が氏名を挙げたＢ社の元役員に照会したが回答を得られず、申立人

の報酬額及び保険料控除額等について確認することができない。 

また、上記被保険者名簿を確認したところ、標準報酬月額に係る記録が遡って訂正

されるなど、不自然な点は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を報酬から

控除されていたと認めることはできない。 

３ 申立期間③について、Ｅ社は、資料は既に破棄済みで、当該期間に係る保険料控除

額については不明であると回答している。 

しかし、Ｄ社において、申立人と同様に、昭和 63 年２月に標準報酬月額が減額改



定された元従業員から提出された給料支払明細書のうち、昭和 63 年２月から同年８

月までの明細書によると、減額改定前の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控

除されていることが確認できることから、申立人についても当該期間において、改定

前の標準報酬月額に基づいた厚生年金保険料が控除されていたと考えられる。 

一方、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判断していると

ころであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、当該事

業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状

態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨規

定されている。 

Ｅ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、平成２年４月５日付けで、申立人は昭

和59年８月 31日に代表取締役を退任し、平成元年８月１日に後任の代表取締役が就

任していることが登記されており、同社では、代表取締役が不在となっている期間

（昭和59年９月１日から平成元年７月 31日まで）が存在する。しかし、元従業員で

連絡先の判明した 12 人に照会したところ９人から回答があり、これらの者はそれぞ

れ、申立人は同社において社長として会社を代表する立場にあり、経理を含めた社内

の統括的な業務、対外的な営業活動に従事し、申立期間③において、業務に関する指

示は申立人より出ており、同社における執行権限は申立人にあったと思うなどと回答

している。 

これらのことから、申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項ただし書に規定さ

れる「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認

められる場合」に該当すると認められることから、申立期間③については、特例法に

基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

４ 申立期間④について、Ｅ社を平成４年８月に退職したとする元従業員は、同社に勤

務していた期間において、申立人は代表の立場で勤務していたと思うと回答しており、

当該期間において申立人が同社の業務に従事していたことはうかがえる。 

一方、オンライン記録によると、Ｅ社において、平成３年11月30日に被保険者資

格を喪失している者は申立人のほか３人おり、その資格喪失は、同社が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった日（平成４年３月 31日）より後の４年４月22日付けで、

遡及して処理されている上、そのうちの一人の標準報酬月額は、同日付けで、３年

10月の定時決定の記録が取り消され、28万円から15万円に減額訂正されている。 

また、Ｅ社に係る商業・法人登記簿謄本において、上記資格喪失処理日（平成４年

４月 22 日）時点に、同社の代表取締役として記録されている者は、同社での業務に

従事していたことは無く、実質的な業務上の権限は申立人が有しており、社内の事情

等については把握していない、また、社会保険の権限は有しておらず手続を行ったこ

とは無い旨回答している。 

さらに、Ｅ社の従業員のうちの一人は、平成３年３月頃から、給与の分割払いや遅

配が頻繁になり、４年５月には、申立人から、国民年金及び国民健康保険に変更する



ように指示があった記憶があり、申立期間③と同様に、申立人が同社において業務に

関する権限を有していたと思うと回答している。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は会社の業務を執行する責任を負って

いる実質的な代表者として、自らが資格喪失処理に関与しながら、その処理が有効な

ものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間④における厚生

年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案23706 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年10月１日から50年２月まで 

Ａ事業所に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同事業

所において産休職員の代わりに保育士として勤務したことは確かなので、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ事業所の人事を管理していたＢ事業所から提出された昭和

49年 10月 28日付けの臨時的任用内申書において、任用期間が 49年 11月４日から 50

年２月９日までとなっており、さらに、50 年１月 28 日付けの臨時的任用更新内申書に

おいて、更新の任用期間が同年２月 10日から同年３月31日までと記載されていること

から、申立期間の一部の勤務が確認できる。 

しかし、Ａ事業所は、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、申立期

間に厚生年金保険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、Ｂ事業所の担当者は、当時の年金の取扱いについては、資料等が無いことから

不明と述べている。 

さらに、申立人は、Ａ事業所における上司及び同僚等の氏名を覚えておらず、これら

の者から、同事業所における厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年10月９日から42年10月１日まで 

② 昭和45年10月12日から46年10月１日まで 

③ 昭和47年１月７日から48年７月１日まで 

④ 昭和 56年11月16日から57年７月１日まで 

⑤ 平成７年 10月１日から８年10月１日まで 

⑥ 平成９年10月１日から12年10月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間①から④までの標準報酬月

額及びＣ社（現在は、Ｄ社）に勤務した期間のうち、申立期間⑤及び⑥の標準報酬月

額が減額されている。それぞれ、申立期間の直前の報酬月額と比べて、減額されるこ

とはなかったので、申立期間①から⑥までの標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が申立期間①から④までを含めて勤務したＡ社本店又は各支店における申立

人の厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録によると、申立期間①について

は、昭和 40 年 10 月及び同年 11 月は３万円、同年 12 月から 41 年９月までは３万

9,000円、同年 10月から 42年９月までは４万 2,000円、申立期間②については７万

2,000円、申立期間③については 12万 6,000円、申立期間④については 36万円とな

っているところ、申立人は、申立期間①については４万5,000円、申立期間②につい

ては８万円、申立期間③については 13万4,000円、申立期間④については41万円の

報酬月額であったと主張している。 

しかしながら、申立人は、この主張を裏付ける給与明細書等の資料を保有していな

い上、Ｂ社も、「当該期間当時の給与の支給総額及び厚生年金保険料控除について、

これを確認できる資料を保管していないため、当時の状況は分からない。」としてい

ることから、申立人の主張する報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認する



ことができない。 

また、申立期間①から④までについて、申立人に係る厚生年金保険被保険者記録に

よると、申立人は、申立期間①についてはＡ社Ｅ支店から同社本店に異動、申立期間

②については同社Ｆ室から同社Ｇ支店に異動、申立期間③については同社Ｇ支店から

同社Ｈ支店に異動、申立期間④については同社Ｉ支店から同社Ｊ支店に異動している

ことが確認できるところ、申立人と同様に、同時期に同社各支店と本店との間の異動

又は各支店間の異動をしている男性従業員の標準報酬月額の変化をみると、支店と本

店との間の異動をしている者の全員及び支店間の異動をしている者のうち複数の者の

標準報酬月額が当該異動に伴い減額されていることが確認できることから、申立人の

申立期間①、②、③及び④の各期間における標準報酬月額の減額に不自然さは認めら

れない。 

さらに、Ａ社が加入していたＢ企業年金基金（当該期間当時は、Ａ厚生年金基金）

から提出された申立人に係る加入者台帳によると、申立人は、申立期間②の途中の昭

和 46 年９月１日に同基金に加入しているところ、その後、申立期間③及び④を含み

同社において資格喪失した平成５年６月１日までの標準報酬月額の推移をみると、オ

ンライン記録と一致していることから、社会保険事務所（当時）が、申立人の申立期

間②から④までに係る厚生年金保険の標準報酬月額を誤って記録したとは考えられな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間①から④までについて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立人が申立期間⑤及び⑥を含めて勤務したＣ社における当該期間の標準報酬月額

については、オンライン記録によると、申立期間⑤については 47 万円、申立期間⑥

のうち、平成９年 10月から 10年９月までは 44万円、同年 10月から 11年９月まで

は50万円、同年 10月から 12年９月までは47万円となっているところ、申立人は、

申立期間⑤については 50万円、申立期間⑥については53万円の報酬月額であったと

主張している。 

しかしながら、申立人は、この主張を裏付ける給与明細書等の資料を保有していな

い上、Ｄ社も、「申立期間⑤及び⑥当時の給与の支給総額及び厚生年金保険料控除に

ついて、これを確認できる資料を保管していないため、当時の状況は分からない。」

としていることから、申立人の主張する申立期間⑤及び⑥に係る報酬月額及び厚生年

金保険料控除額について確認することができない。 

また、申立期間⑤の標準報酬月額については、Ｃ社に係るオンライン記録によると、

平成７年 10 月の定時決定において決定されているが、申立人と同様に当該定時決定

で標準報酬月額が減額されている男性従業員が 10 名確認できることから、申立人の

標準報酬月額が当該定時決定で減額されていることに不自然さは認められない。 

さらに、申立期間⑥については、Ｃ社が加入していたＢ健康保険組合（当該期間当

時は、Ｋ健康保険組合）から提出された、申立人に係る健保マスター記録によると、



申立期間⑥を含む平成８年 10 月１日から同社において資格喪失した 12 年 10 月１日

までの標準報酬月額は、オンライン記録と一致していることから、社会保険事務所が、

申立人の申立期間⑥に係る厚生年金保険の標準報酬月額を誤って記録したとは考えら

れない。 

加えて、Ｌ公共職業安定所から提出された申立人に係る雇用保険受給資格者証によ

ると、申立人は、Ｃ社を退職後の平成 12 年 10 月 26 日に求職の申込みをしているが、

当該雇用保険受給資格者証には、申立人の離職時賃金日額は１万5,677円と記録され

ており、この金額は同社を退職した月の直前の 12 年４月から同年９月までの６か月

間の給与の合計額を 180日で除算した額であり、当該日額から給与月額を算出すると

47 万 310 円となり、これは、申立人の同社での厚生年金保険被保険者資格の喪失直

前６か月間の標準報酬月額である 47万円と一致している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間⑤及び⑥について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年３月１日から50年２月１日まで 

             ② 昭和 50年２月１日から同年10月１日まで 

             ③ 昭和 52年７月１日から53年４月１日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②について、厚生

年金保険の加入記録が無い。勤務していたことは確かなので、申立期間①及び②を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｃ社に勤務していた期間のうち、申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無

い。当該期間も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社に勤務していたと申し立てているところ、

同社に勤務していた複数の従業員の供述により、期間は特定できないものの、申立人

が申立期間①の一部において同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によると、同

社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 50 年４月１日であり、同社は、申

立期間①においては、厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 50 年４月１日から厚生年金

保険に加入していることが確認できる同社の給与計算事務担当者は、「同社が、会社

組織の充実を考え、公認会計士に委託して 50 年４月１日に厚生年金保険等の社会保

険に加入した。同社が厚生年金保険の適用事業所となる前に従業員の給与から厚生年

金保険料を控除することはなかった。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人は、Ｂ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人が申立期間②に勤務していたとするＢ社は、オンライン記録

及び適用事業所検索システムにおいて、厚生年金保険の適用事業所としての記録が無

い。 

また、Ｂ社については、所在地を管轄する法務局に商業登記の記録が無い上、所在

地周辺のＤ社（現在は、Ｅ社）が発行した昭和 49年及び53年のＦ市住宅地図におい

ても、その所在を確認することができない。 

さらに、申立人は、Ｂ社の事業主の姓は記憶しているが、名前や連絡先を記憶して

おらず、また、同僚等の氏名も記憶していないため、これらの者から、同社における

申立人の勤務状況及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

以上のことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間③については、申立人は、Ｃ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によると、同

社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 53 年４月１日であり、同社は、申

立期間③においては、厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ｃ社が加入していたＧ健康保険組合が保有する事業所別被保険者名簿による

と、申立人の同社における健康保険被保険者資格取得日は、オンライン記録の厚生年

金保険被保険者資格取得日と一致していることが確認できる。 

さらに、平成 10 年 11 月 18 日にＣ社から商号変更したＨ社の事業主は、当時の給

与や社会保険関係の資料を保管していないことから、申立人の在籍期間や厚生年金保

険料の控除等については不明であるとしている。 

そこで、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿から、同社が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 53 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した複数の元従業員

に照会したところ、２名が申立人のことを覚えていたが、申立人の勤務期間について

は記憶が無く、申立人の申立期間③に係る勤務等について確認ができなかった。 

このほか、申立人の申立期間③に係る勤務及び厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年１月17日から31年５月14日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間について、脱退手当金が支給されていること

を知った。 

しかし、当時の記憶が無く、脱退手当金の受給の有無について分からないので、脱

退手当金が支給されたのかどうか、よく調べて教えてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 31 年

５月 14 日の前後の各５年以内に資格喪失した者であって、同社において脱退手当金の

受給資格を有する 27 名について、脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を

含む 21 名に支給記録が確認できる上、当該支給記録のある複数の従業員は、「会社が

脱退手当金の請求手続をしてくれた。」との供述をしていることを踏まえると、同社で

は事業主による脱退手当金の代理請求が行われており、申立人の脱退手当金についても、

同社が代理請求をした可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）においては、オ

ンライン記録と一致する脱退手当金の支給対象期間、支給金額及び支給年月日が記録さ

れているとともに、当該脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、当該脱退手

当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給してないものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23711 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 31年７月20日から同年10月25日まで 

             ② 昭和 38年12月９日から46年１月21日まで 

    年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支給記録があることを

知った。 

    しかし、脱退手当金の請求手続や受給をした記憶は無いので、調査の上、脱退手当

金の支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間②に勤務していたＡ社に係る事業所別被保険者名簿に記載されてい

る女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和46年１月21日の

前後の各３年以内に資格喪失した者であって、脱退手当金の受給資格を有する 18 名に

ついて、脱退手当金の支給記録を確認したところ、申立人を含む 10 名に支給記録が確

認でき、その全員について厚生年金保険被保険者資格喪失日から６か月以内に支給決定

がなされている上、当該支給記録のある者のうち連絡の取れた４名は、「会社が脱退手

当金の請求手続を行ってくれた。」旨供述していることを踏まえると、同社では事業主

による脱退手当金の代理請求が行われており、申立人の脱退手当金についても、同社が

代理請求をした可能性が高いものと考えられる。 

また、上記被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味

する「脱」の表示が記されている上、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険被保険者

被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 46年４月23日に支給決定されているなど、

当該脱退手当金の支給に係る事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人は、申立期間②の後にもＡ社に再び勤務しているが、当該勤務期間に

係る被保険者記号番号は、同じＡ社に勤務した期間であるにもかかわらず、申立期間の

被保険者記号番号とは別の新たな記号番号となっている。これは、脱退手当金が支給さ

れたために記号番号が異なっていると考えるのが自然である。 



これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



東京厚生年金 事案23714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和23年８月１日から26年４月１日まで 

    Ａ社Ｂ支社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に

外務職員として勤務していたときの写真を提出するので、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社Ｂ支社の社名が確認できる写真及び元会計担当従業員の供

述から判断すると、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社同支社に勤務してい

たことは認められる。 

しかしながら、申立人を記憶する上記元従業員は、「申立人は保険外交員（外務職

員）であり、申立期間当時、保険外交員は歩合給で厚生年金保険に加入しておらず、保

険料は控除されていなかったと思う。」旨供述しており、Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿によると、申立人及び上記元従業員が、申立人と同じ保険外交

員であったとする申立人の上司、同僚及び元従業員は、申立期間において、厚生年金保

険に加入していないことが確認できる。 

また、Ａ社は、既に解散しており、同社の業務及び財産の管理を受託したＣ社の担当

者は、「Ａ社が保有していた保険契約は当社に移転されているが、当社は法人登記上の

継承会社ではないため、同社に係る関係書類等は一切無い。」旨回答しており、申立人

の勤務実態及び保険外交員に係る厚生年金保険の取扱いについて確認することができな

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 


